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第3回会議の進め方

○これまで２回の検討会議、企業向け調査、先進事例調査を実施
○今回の会議では、これらを踏まえた施策のたたき台を提示
○第３回会議では、このたたき台について御意⾒をいただく
○第３回会議での御意⾒を踏まえ、今後実⾏する施策は県において再度検討
→予算案、又は計画（３月策定予定）に記載（各委員には追ってお知らせ）

第３回会議から計画策定について
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メディカル・デバイス・コリドー計画 （案）

やまなしを牽引する産業の育成〜メディカル・デバイス・コリドー構想の実現

計画の目的

医療機器関連分野参⼊企業数
61社（令和元年度）→100社（令和4年度）

数値目標（※KPI)

令和２年度から令和４年度まで（⼭梨県総合計画と同じ）

計画期間

■⽀援体制の確⽴ ■企業⽀援策の充実・強化
■連携の促進 ■人材の確保・養成、情報発信の強化

計画の柱
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今後の施策案について



 検討会議では「専門組織の設置」「コーディネーターの常駐が必要」との意⾒が多数
 企業アンケート（以下、「アンケート調査」という。）では、参入企業が抱える課題として、市場ニーズ不明

(38％）、開発戦略が不明(36％）といった課題の割合が高い

今後の取り組み

○医療機器に関する専門組織（専門人材）を設置、企業⽀援の総合窓⼝とする
○県（本庁、産業技術センター）、やまなし産業⽀援機構及び⼭梨⼤学が⼀体的に⽀援
○関係機関との連携を図り、県内企業への⽀援を充実させる

１ ⽀援体制の確⽴（１）

■総合管理
■技術応用・試験・相談支援

■人材養成講座
■医療ニーズ・臨床試験協⼒

■連携協定に基づく取り組み

JETROJETRO

やまなし産業⽀援機構やまなし産業⽀援機構

山梨⼤学山梨⼤学
医療機関医療機関

県内企業

静岡県静岡県

専門組織専門組織

製販企業（メーカー）製販企業（メーカー）
連携

国（関東経済産業局）国（関東経済産業局）

連携会議

⾦融機関⾦融機関

●県・機構・山梨⼤学・専
門組織で定例会議を開催
●県・機構・山梨⼤学・専
門組織で定例会議を開催

新
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■総合⽀援窓口
■常勤コーディネーターが伴走⽀援



１ ⽀援体制の確⽴（２）
 検討会議では「製品開発と部材供給の戦略を分けるべき」、「コーディネーターは、既存技術の医療分野への応

用、マーケティングやリスクヘッジ等の知⾒が必要」との意⾒
 アンケート調査で、医療機器関連分野への参入企業（参入⾒込みも含む）が考える今後の事業展開は、

メーカー等への部材供給が最も多い（47.3%）

○医療機関・製販企業訪問マッチング
○プロジェクト・補助⾦獲得支援
○ニーズ（シーズ）収集・蓄積・選定
○臨床試験などのコーディネート
○PMDA、FDAの審査相談
○CEマーク等の取得支援
○知的財産権等の特許相談・支援 等

コーディネーター

AMED（⽇本医療研究開発機構）
PMDA（医薬品医療機器開発機構）
（公財）医療機器センター
（国⽴）産業技術総合研究所
INPIT（知財総合支援窓口）
JST（科学技術振興機構） 等

今後の取り組み

○専門組織は、豊富な企業情報を有するやまなし産業⽀援機構内に設置
○従来からの医療機器開発に加え、製販企業への部材供給も⽀援

県内企業

やまなし産業⽀援機構やまなし産業⽀援機構

前ページ記載以外の
関係機関

連携

専門組織（新設）専門組織（新設）

伴走
⽀援

新

＋
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 検討会議では「成功が重要で参入しやすい部材供給から始めてステップアップさせると良い」との意⾒
 アンケート調査で、既参入企業の20％は「今後も事業展開が望める」と回答

出典︓⼭梨県成⻑ものづくり分野支援のための
（オープンイノベーション推進）連携支援計画

２ 企業⽀援策の充実・強化（１）-1 企業の育成に向けて

今後の取り組み

○企業のステージに応じた⽀援をきめ細かに実施
○下請け企業から付加価値が高いODM型企業等への成⻑を促進

■主な支援
○マッチング支援
○技術支援
○資⾦支援
○品質対応相談 等
消費生活用製品安全法
医薬品医療機器法
製造物責任法（PL法）
※QMS体制省令
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２ 企業⽀援策の充実・強化（１）-2 企業の育成に向けて

専門組織
新
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 アンケート調査で、医療機器関連産業に参入している企業のうち、必要な支援として「企業マッチング会の開
催」が最も多い(37.5％）

 他県事例では、県内中⼩企業と⼤学、製販企業のマッチングを⾏い、県の補助⾦や国の競争的資⾦を活用
しながら、医療機器の共同開発・事業化に結び付けている

２ 企業⽀援策の充実・強化（２）企業マッチング

■本郷展示・商談会
＜本年度実績＞
日 時︓令和元年6月27日（木）
場 所︓医科器械会館2階

（東京都文京区本郷3-39-15）
参加者︓県内ものづくり企業9社
成 果︓名刺交換数130件、商談数45件
来場者︓都内医療機器製造販売業者等60名

■⼤⼿医療機器メーカー
視察・商談会

⼤手医療機器メーカーへの視察や
商談会の実施

■医療機器関連産業セミナー

医療関係者や医療機器製造関係者を
講師に招聘し、県内企業等に向けて
セミナーを開催

出典︓https://careergarden.jp/iryoukikimaker/

※その他、静岡県との連携や個別マッチングの開催を予定

今後の取り組み

○製販企業との取引拡⼤に向け、マッチング機会を拡⼤

新 新
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２ 企業⽀援策の充実・強化（３）集積・⾦融⽀援

 検討会議で「医療機器は事業化までの期間が⻑く資⾦回収も⻑くなる」「医療ベンチャー等への支援は⾦融と
しても進んでいない」との意⾒

医療機器関連産業支援融資（仮称）

令和元年度6⽉補正予算で創設した「成⻑やまなし応援融資」から
切り離し、新たな融資として創設

利率 1.5%
保証料率 0.225%  〜 0.95%（県の1/2補助後の料率）
限度額 設備 1億円

運転 2,000万円
(ただし、設備と運転の合計で 1億円まで）

償還期間 設備 10年以内
運転 5年以内

（それぞれ１年以内の据置を含む）

○対象要件
・投下固定資産額（土地取得費を除く）が3億円以上
・操業1年以内に従業員10人以上増加（5人以上県内）
・製造業、物流施設、情報産業等
・親企業が所有し、子会社が操業する場合も可

○助成⾦額
・投下固定資産額（土地取得費を除く）の10％又は5％
・限度額10億円（増加従業員数500人以上の場合）
・医療機器分野、⽔素・燃料電池関連産業上限額を現⾏の
１０億円から１５億円に拡充

○助成率
新たな土地取得 １０％→５％ 自社所有地 ５％→２．５％

（加算要件に応じて、最大１５％まで拡大）
［成⻑分野］医療機器分野、⽔素・燃料電池関連産業 ＋５％
［高付加価値創出事業］

地域未来投資促進法に基づく「先進性あり事業」 ＋３％
新規常時雇用者のうちの県外からの増加雇用者数］＋１％又は２％

今後の取り組み

○医療機器関連産業の集積に向け、「産業集積促進助成⾦」を強化
○医療機器関連産業に特化した制度融資を創設

産業集積促進助成⾦ 新
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経営革新や業種転換を進める県内の中小企業の新技術や新製品の研究開発を⽀援
対象 1 環境・エネルギー ２ 医療機器・ヘルスケア ３ スマートものづくり

４ その他知事が認める分野
対象経費 研究開発に要する経費
補助要件 経営革新計画等を策定するなど事業化に向けた明確なビジネスプランが必要

一般枠
〇補助対象︓県内の中⼩企業者※が実施する研究開発で、対象分野を先導する中核的な企業となり、

産業集積形成の基礎になると認められるもの ※製造業の場合「資本⾦３億円以下又は従
業者数300人以下」

〇補助率︓1/2 〇補助上限額︓2,000万円 〇補助枠︓２件
⼩規模事業者枠
〇補助対象︓県内の⼩規模企業者※が実施する研究開発で、競争⼒のある高度な基盤技術の強化・獲

得や、付加価値の高い新製品の創出に資すると 認められるもの ※製造業の場合「従業
員20人以下」

〇補助率︓2/3 〇補助上限額︓500万円 〇補助枠︓4件

２ 企業⽀援策の充実・強化（４）研究開発⽀援

今後の取り組み

○国の補助⾦や各種融資制度等と合わせ、県においても医療機器関連の研究開発を資⾦⾯で⽀援

やまなしイノベーション創出事業費補助⾦
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 検討会議で「参入促進としてベンチャー支援は重要」「医療機器は製品化までの期間が⻑いため、ベンチャー
キャピタル（VC）等の資⾦が必要」「キャピタルゲインだけでなくソーシャルなVC・複数のVCが必要」との意⾒

２ 企業⽀援策の充実・強化（５）ベンチャー⽀援

今後の取り組み

○⼭梨⼤学ほかの⼤学、⺠間と連携したベンチャー⽀援の協議会を設置

新
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 医療機器はアジア地域の成⻑も著しく、中国では年平均12％の成⻑を⾒込む
 検討会議では「JETRO支援によるファーマティカルな対⽇投資案件は100件程度、今後は⾸都圏ではなく、⼭

梨県にシフトさせるため、積極的なJETRO事業の活用と海外展開の強化が必要」との意⾒

今後の取り組み

○成⻑著しいアジア地域など海外展開の⽀援強化を検討
○JETROとの緊密な連携による海外展開⽀援の実施
○専門⽀援機関における海外レギュレーション対応を実施（セミナー開催）

２ 企業⽀援策の充実・強化（６）海外展開

新
出典：経済産業省「医療国際展開カントリーレポート新興国等のヘルスケア市場環境に関する基本情報中国編」
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 検討会議では「急性期、回復期、慢性期、訪問診療・訪問看護など医療分野の役割から医師以外の参画や
医師会、⼭梨⼤学も含めたネットワークが必要」との意⾒

 アンケート調査で回答した医療機器関連分野への参入企業（参入⾒込みも含む）のうち、医療機関との連携
意向は21.4％と低く、医療機関連携を促進する必要

山梨県官公立病院等協議会

医療従事者

【医療機関との連携（案）】
○医療現場での困りごと（医療ニーズ）の提供
○医師、看護師、ME等との意⾒交換
○学会等での開発品（試作品）紹介
○開発品の検証・治験・実証など

３ 連携強化（１）医療機関

今後の取り組み

○多様な医療ニーズの収集や機器開発に向け、医療機関と連携
○県内医療機関のネットワーク形成を検討
医療関連機器開発プラットフォーム（ニーズ収集・臨床等）、知的財産権の取扱いの検討
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 令和元年12⽉17⽇に静岡県と「医療健康産業政策における相互の連携」に関して協定を締結
 世界トップクラスの健康⻑寿地域である両県の医療分野の質の向上と地域経済の活性化を図る

■協⼒事項
(1) 医療機器等開発に係る医看工連携の推進に関する事項
(2) 企業のマッチング促進など産学官の交流に関する事項
(3) 高度な技術を持った医療人材や産業人材等の育成に関する事項
(4) 人生100年時代を⾒据えた、健康⻑寿や自⽴支援に関する事項
(5) 企業、⼤学及び関係機関などへの情報発信に関する事項
(6) その他医療健康産業の振興に関し、両県が必要と認める事項

３ 連携強化（２）静岡県（ファルマバレープロジェクト）

今後の取り組み

○両県企業や研究機関等によるコンソーシアム形成・共同研究等の促進
○医療ニーズの共有に基づく医療機器開発・部材供給の促進
○両県合同での展示会開催や出展
○医療機器関連産業人材の育成や産学官の交流促進

新
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 アンケート調査結果の事業参入の可能性がない理由のうち、「人材確保が困難」は20.4％
 検討会議では「 U・Iターンによる優秀な医療機器関連人材を集める支援が必要」との意⾒

４ 人材の確保・養成、情報発信の強化（１）人材確保

今後の取り組み

○Ｕ・Ｉターン就職⽀援…昨年8月「やまなしＵ・Ｉターン就職⽀援センター」を都内に開設
○県内企業就職への意識醸成を図るためのU・Ｉターン就職促進協定校と連携した座談会の開催
○県内企業情報や就活体験記などのリーフレットを就職活動を⾏う学⽣等の保護者向け配布 15



○企業参⼊に効果を挙げている医療機器関連人材養成講座を継続実施
○中堅社員や修了⽣等向けの上級者向けクラス等の検討
○修了⽣や関係者も含めたネットワークの形成

開催期間︓4月〜翌年2月（80コマ、120時間）
原則、毎週火曜日18:00〜21:00

定 員︓20名 ※但し、R1年度は26名
場 所︓⼭梨⼤学 融合研究臨床応⽤推進センター ほか
内 容︓診療科ごとの治療⽅法と使⽤する医療機器の開設

⼭梨⼤学病院内の手術室・ICU等の⾒学
医療機器の体験・操作実習
医療機器関連法令の規制等に関する概論
⼤手医療機器メーカー⼯場⾒学
医療機器製作実習・模擬審査・成果報告会 等

講 師︓学内外の講師を招聘

 検討会議や企業アンケート結果において、医療機器人材養成講座は重要との意⾒
 「今後は中堅社員に向けたマネジメントや法的規制等（レギュレーション）の講座も必要」との提言

４ 人材の確保・養成、情報発信の強化（２）人材養成

今後の取り組み
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■ 医療機器先進県においては、取り組みを発信する専門のＨＰが開設されている

４ 人材の確保・養成、情報発信の強化（３）情報発信

今後の取り組み

○医療機器関連専門のＨＰを開設
○県内企業の情報、医療機器ニーズ、セミナー等イベント、静岡県連携による取り組みなどを発信

イメージ

企業情報

イベント・補助金情報

静岡県連携

出典：神⼾医療産業都市HP
東京医工連携HUB機構HP
日本医療研究開発機構委託 医工連携事業化推進事業（MEDIC)HP

医療ニーズ

新
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目指す姿に向けた施策目標

企業支援策の充実・強化 連携の促進 人材の確保・養成、情報発信の強化支援体制の確⽴

医療機器関連産業の成⻑期

2020〜2022

（短期）
基盤構築

メディカル・デバイス・コリドーの構築

医療機器関連産業の拡大期

短期目標

2023〜2024

（中期）
成⻑フェーズ

2025〜2030

（⻑期）
拡大フェーズ

⻑期目標

中期目標

○専門組織の設置
○関係支援機関との連携促進

○開発プラットフォーム確⽴
○部材供給網拡⼤
○ベンチャー創出

○静岡県との連携事業促進
○医療機関との連携促進

○全国トップクラスの人材養成
○U・Iターン就職支援の強化
○ニーズ・企業探索システム構築
○コリドーの認知度拡⼤

○専門組織の機能拡⼤
○関係支援機関との連携促進

○モデル企業創出(開発・ODM等）
○製造・製販企業成⻑促進
○ベンチャー創出・誘致

○静岡県との連携事業発展
○医療機関とのネットワーク構築

○新たな人材養成の検討
○U・Iターン就職支援の更なる強化
○コリドー認知の一層の拡⼤

○全国トップレベルの支援による
クラスター形成

○医療機器メーカーの増加
○OEM・ODM型企業の増加
○新たな医療機器の創出

○新たな連携の協議・実施
○医療機関連携による実証

フィールドなどの形成

○全国トップクラスの人材確保・養成
○医療機器関連産業クラスターの

認知度定着

医療機器関連産業の基盤構築期

■参入企業数
61社(R1)→100社(R4)

数値目標（K P I）

やまなしを牽引する産業の育成〜メディカル・デバイス・コリドー構想の実現〜
計 画 の 目 的

計画の柱
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